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１ 支給決定基準について 

 

（１）支給決定基準の目的 
支給決定基準(以下「基準」という。)は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律(以下「障害者総合支援法」という。)及び児童福祉法における介護給付費等の支

給決定を公平かつ適正に行うために設定します。 

なお、支給決定基準中、特段の定めが無い場合は、各法律、規則、省令、事務処理要領等に

準ずる取扱いとします。 

 

 

（２）支給決定について 
サービスを支給決定するに当たっては、実際にサービスの利用見込みがある場合を原則とし

ます。基準の支給量は、一律に支給するのではなく、障害支援区分又は障害の種類及び程度、

当該障がい者等の介護を行う者の状況、当該障がい者又は障害児の保護者の介護給付費等の受

給の状況、サービス等利用計画案その他の厚生労働省令で定める事項を勘案して、支給の要否

を決定します。 

児童のうち１５歳以上の者について、児童相談所長が障がい者を対象とする障害福祉サービ

スを利用することが適当であると認めるときは、その旨を支給決定を行う市町村に通知するこ

ととされています（児童福祉法附則第６３条の２及び第６３条の３）。 

 

 

（３）支給量について 
支給量は月ごとの管理となり、本人に必要な支給量を設定します。 

なお、訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者等包

括支援）については、障害支援区分ごとに国庫負担基準（※）が示されていることから、国庫

負担基準を考慮し、障害支援区分ごとの支給量を算出して、標準支給量とします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

本人に必要な支援が標準支給量を超えて必要である場合、勘案事項により支給できます。た

だし、勘案事項を踏また支給量と乖離する支給決定を行う必要がある場合には、「平塚市障害者

介護給付費等の支給に関する審査会」へ意見を求めます。 

勘案事項は次のとおりです。 

ア 障がい者等の障害支援区分又は障害の種類及び程度その他の心身の状況 

イ 障がい者等の介護を行う者の状況 

ウ 障がい者等に関する介護給付費等の受給の状況 

エ 申請に係る障害児が現に障害児通所支援又は指定入所支援を利用している場合には、その利

用状況 

オ 申請に係る障がい者が現に介護保険法の規定による保険給付に係る居宅サービスを利用し

ている場合には、その利用状況 

カ 当該障がい者等に関する保健医療サービス又は福祉サービス等の利用の状況 

キ 当該障がい者等又は障害児の保護者の障害福祉サービスの利用に関する意向の具体的内容 

ク 当該障がい者等の置かれている環境 

ケ 当該申請に係る障害福祉サービスの提供体制の整備の状況 

 

※ 国庫負担基準 

障 障害者総合支援法では、国の費用負担を「義務化」することで財源の裏付けを強化する一方で、

障害福祉に関する国と地方自治体間の役割分担を前提に、限りある国費を公平に配分し、市町村

間のサービスのばらつきをなくすために、市町村に対する国庫負担の上限を定めており、それを

国庫負担基準といいます。 
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２ 介護給付費の支給決定基準（標準支給量） 

  ※ 標準支給量は、支給量を算出する際の「基準」であり、「上限」ではありません。 

 

（１）居宅介護 
ア 身体介護のみ 

障害支援区分１   ７時間／月 

障害支援区分２   ９時間／月 

障害支援区分３  １５時間／月 

障害支援区分４  ２８時間／月 

障害支援区分５  ４５時間／月 

障害支援区分６  ６６時間／月 

  障害児（１８歳未満） ２５時間／月 

 

イ 家事援助のみ 

障害支援区分１   １６時間／月 

障害支援区分２   ２１時間／月 

障害支援区分３   ３１時間／月 

障害支援区分４   ６１時間／月 

障害支援区分５   ９７時間／月 

障害支援区分６  １４１時間／月 

障害児（１８歳未満） なし 

 

ウ 身体介護と家事援助（１８歳以上） 

  身体介護と家事援助の合計が国庫負担基準を超えないよう算出します。 

  （例）障害支援区分６の月時間数の目安 

身体介護 １０時間 ２０時間 ３０時間 ４０時間 ５０時間 ６０時間 

家事援助 １１８時間 ９６時間 ７８時間 ５５時間 ３３時間 １３時間 

 

エ 通院等介助（身体介護を伴う場合） 

障害支援区分２  １８時間／月 

障害支援区分３  ２２時間／月 

障害支援区分４  ３６時間／月 

障害支援区分５  ５４時間／月 

障害支援区分６  ７５時間／月 

  障害児（１８歳未満） ３４時間／月 

 

オ 通院等介助（身体介護を伴わない場合） 

障害支援区分１   ３４時間／月 

障害支援区分２    ３９時間／月 

障害支援区分３   ５１時間／月 

障害支援区分４   ７９時間／月 

障害支援区分５  １１５時間／月 

障害支援区分６  １５９時間／月 

  障害児（１８歳未満） ７３時間／月 

 

※ 留意事項 

介護保険給付対象の方は、ご相談ください。 
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（２）重度訪問介護 
障害支援区分４  １５２時間／月 

障害支援区分５  １９２時間／月 

障害支援区分６  ３０４時間／月 

 

※ 留意事項 

介護保険給付対象の方は、ご相談ください。 
 

 

（３）同行援護 
障害支援区分１～６  ４９時間／月 

  介護保険給付対象者  ４９時間／月 

 

 

（４）行動援護 
障害支援区分３  ３９時間／月 

障害支援区分４  ５２時間／月 

  障害支援区分５  ６９時間／月 

  障害支援区分６  ９０時間／月 

  障害児（１８歳未満） ４９時間／月 

 

 

（５）療養介護 
当該月の日数／月 

 

 

（６）生活介護 
原則の日数(当該月の日数から８を控除した日数)／月 

 

 

（７）短期入所 
４日／月 

ただし、重症心身障害者、医療的なケアを必要とする遷延性意識障害者、医師によりそれ

らに準ずると認められた者については標準支給量を７日／月とします。 

 

 

（８）重度障害者等包括支援 
障害支援区分６   ９６，８７０単位／月 

 ただし、重度障害者等包括支援対象者であって同支援を利用しておらず、居宅介護、重度

訪問介護、同行援護又は行動援護の利用者は標準支給量を７５，８７０単位／月とします。 

 

※ 留意事項 

介護保険給付対象の方は、ご相談ください。 
 

 

（９）施設入所支援 
当該月の日数／月 
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３ 訓練等給付費の支給決定基準 

 

（１）自立訓練（機能訓練） 
   原則の日数(当該月の日数から８を控除した日数)／月 

 

 

（２）自立訓練（生活訓練） 
   原則の日数(当該月の日数から８を控除した日数)／月 

 

 

（３）宿泊型自立訓練 
当該月の日数／月 

 

 

（４）就労選択支援 
  原則の日数(当該月の日数から８を控除した日数)／月 

 

 

（５）就労移行支援 
原則の日数(当該月の日数から８を控除した日数)／月 

 

 

（６）就労継続支援Ａ型 
原則の日数(当該月の日数から８を控除した日数)／月 

 

 

（７）就労継続支援Ｂ型 
原則の日数(当該月の日数から８を控除した日数)／月 

 

 

（８）就労定着支援 
当該月の日数／月 

 

 

（９）自立生活援助 
当該月の日数／月 

 

 

（１０）共同生活援助 
当該月の日数／月 

   ただし、体験利用の場合は連続３０日以内かつ年間５０日以内とします。 
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４ 地域相談支援の支給決定基準 

 

（１）地域移行支援 
当該月の日数／月 

 

 

（２）地域定着支援 
当該月の日数／月 
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５ 平塚市地域生活支援事業の支給決定基準 

※ 標準支給量は、支給量を算出する際の「基準」であり、「上限」ではありません。 

 

（１）移動支援 
標準支給量 ４９時間／月 

 

 

（２）日中一時支援 
 ア 通常利用 

標準支給量 ５回／月 

 

 イ 延長利用(日中活動系サービスを利用した後の利用) 

２３回／月 

 

 

（３）地域活動支援センターＡ型 
２３日／月 

事情があり開所時間を超えて利用が必要な場合、延長利用を行います。 

 

 

（４）地域活動支援センターＢ型 
２３日／月 

 

 

（５）訪問入浴 
標準支給量 １０回／月 

 

 


